
第47期 決算公告 

和歌山市紀三井寺849番地の3 

 

代表取締役社長  村上恒夫 

貸 借 対 照 表 
（平成22年12月31日現在） 

（単位：千円） 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科   目 金 額 科   目 金 額 

流 動 負 債 

買 掛 金 

短 期 借 入 金 

1年内返済予定長期借入金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

前 受 金 

預 り 金 

前 受 収 益 

賞 与 引 当 金 

そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

長 期 前 受 収 益 

そ の 他 

 

1,280,011

314,630

250,000

281,276

132,500

80,470

15,619

48,318

20,365

75,859

37,270

23,681

18

592,916

542,576

16,713

33,627

負 債 の 部 合 計 1,872,927

純 資 産 の 部 

科   目 金 額 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

別 途 積 立 金 

特 別 償 却 準 備 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

新 株 予 約 権 

1,190,186

366,225

440,631

440,631

383,954

7,500

376,454

190,000

43

186,411

△625

612

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

商 品 

原 材 料 

仕 掛 品 

貯 蔵 品 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

未 収 入 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 ､ 器 具 及 び 備 品 

土 地 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

出 資 金 

破 産 更 生 債 権 等 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

敷 金 及 び 保 証 金 

建 設 協 力 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

1,435,329

318,568

816,721

121,900

12,443

82,313

240

38,823

19,016

14,859

12,106

△1,664

1,628,397

1,326,645

382,528

8,540

24

786

89,190

845,574

74,623

69,163

5,460

227,128

19,126

20,026

30

6,135

21,138

57,024

84,342

20,940

8,600

△10,235 純 資 産 の 部 合 計 1,190,799

資 産 の 部 合 計 3,063,726 負債及び純資産の部合計 3,063,726

(注) 1. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

     2. 当期純利益  144,304千円 
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１．重要な会計方針に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券の評価基準および評価方法 

子会社株式・関連会社株式 

そ の 他 有 価 証 券  

時 価 の な い も の 

移動平均法による原価法 

 

移動平均法による原価法 

②たな卸資産の評価基準および評価方法 

商 品 ・ 原 材 料 

仕 掛 品 

総平均法による原価法 

個別法による原価法 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産(リース資産を除く) 

 

定率法 

但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）は定額法 

無形固定資産(リース資産を除く) 

 

   

定額法 

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

市場販売目的のソフトウェアについては、販売可能な見込有効期間（３年以内）に基づく

定額法 

長 期 前 払 費 用 定額法 

(3) 引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金 

 

 

賞 与 引 当 金 

債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

従業員の賞与の支給に備えるため、賞与の支給見込額のうち当期に負担すべき額を計上し

ております。 

(4) 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

(5) 会計方針の変更 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基

準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

18号 平成19年12月27日）を当事業年度より適用し、当事業年度に着手した工事契約から、当事業年度末までの進捗部分

について、成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の

工事については工事完成基準を適用しております。 

これにより、売上高は255,608千円、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は39,495千円それぞれ増加しておりま

す。 
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２．貸借対照表に関する注記 

 (1) 担保に供している資産 

建物 

構築物 

土地 

290,733千円 

2,557千円 

726,905千円 

 担保付債務は次のとおりであります。 

１年内返済予定長期借入金 

長期借入金 

268,958千円 

312,470千円 

(2) 関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権 

短期金銭債務 

4,338千円 

1,378千円 

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 983,858千円 

 

 

３．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  流動の部 

    繰延税金資産 

      賞与引当金               9,567千円  

      繰越欠損金               2,501千円  

      未払事業税               2,417千円  

      未払費用                2,336千円  

      未払事業所税                           1,796千円  

      その他                                   397千円  

繰延税金資産合計                         19,016千円  

  固定の部 

    繰延税金資産 

      減損損失                             115,169千円  

      関係会社株式                            9,552千円  

      建物                                7,486千円  

      電話加入権                              6,173千円  

      貸倒引当金                              3,359千円  

      工具、器具及び備品                      2,916千円  

      長期未払金                              1,384千円  

      その他                                   657千円  

     繰延税金資産小計                        146,701千円  

      評価性引当額                         △89,561千円  

     繰延税金資産合計                         57,140千円  

    繰延税金負債 

      構築物                                86千円  

      その他                                29千円  

     繰延税金負債合計                           115千円  

    繰延税金資産の純額                         57,024千円  
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４．１株当たり情報に関する注記 

  １株当たり純資産額       986円79銭 

  １株当たり当期純利益      119円64銭 

 

 

５．重要な後発事象に関する注記 

  該当事項はありません。 


